
 
 

中部地方下水道協会細則 
 

総会議決  平成２３年 ５月２５日 
    一部改正  平成２６年 ５月２２日（１項・２項・３項） 
 
 
１．一種正会員の会費（１年度当たりのものとする。以下同じ。）は、市町村等及び県の区分によ

り、次の各号に掲げる額の合算額とする。 
なお、この場合の人口及び総有収水量は、前年度の公益社団法人日本下水道協会の会費算定

の基礎となった、数値を適用するものとする。 

 ⑴ 市町村等 
  1) 人口割額 

級 人  口  区  分 金  額 

１級 ２００万人以上 ４４５，０００円

２級   １００万人以上   ２００万人未満 ３５３，０００円

３級    ７５万人以上   １００万人未満 ２３９，０００円

４級    ５０万人以上    ７５万人未満 １４４，０００円

５級 ３０万人以上    ５０万人未満 ９１，０００円

６級     ２５万人以上    ３０万人未満 ８９，０００円

７級     ２０万人以上    ２５万人未満 ８１，０００円

８級     １５万人以上    ２０万人未満 ５４，０００円

９級 １０万人以上    １５万人未満 ５０，０００円

１０級      ８万人以上    １０万人未満 １９，０００円

１１級      ５万人以上     ８万人未満 １７，０００円

１２級 ５万人未満 ９，０００円

    (注) 地方公共団体の組合である場合は一律に１２級適用とする。 

  2) 有収水量割額 

    終末処理場における年間汚水処理水量のうち、総有収水量を対象とし、次の表に定める

基準により算定した額とする。 

年  間  総  有  収  水  量 水 量 単 位 等 単価等 

100 千立方㍍まで 定   額 ３８５円

100 千立方㍍を超え    1,000 千立方㍍まで 100 千立方㍍までにつき ３８５円

1,000 千立方㍍を超え   10,000 千立方㍍まで 100 千立方㍍までにつき ２３４円

10,000 千立方㍍を超え  100,000 千立方㍍まで 100 千立方㍍までにつき １１７円

100,000 千立方㍍を超えるもの 100 千立方㍍までにつき ４２円

 ⑵ 県 

  1) 人口割額 

級 人  口  区  分 金  額 

１級 ５００万人以上 ２２５，７６０円

２級 ２００万人以上   ５００万人未満 １６９，７１０円

３級 １００万人以上   ２００万人未満 １２２，４４０円

４級 １００万人未満 ６３，３４０円



 

  2) 有収水量割額 

    終末処理場における前前々年度の流域関連の有収水量の年間合計水量を対象とし、流域

関連の有収水量の年間合計水量区分により、次の表に定める額とする。 

級 流域関連の有収水量の年間合計水量 金  額 

１ 150,000 千立方㍍以上 １７１，９００円

２ 85,000 千立方㍍以上  150,000 千立方㍍未満 １２０，５５０円

３ 50,000 千立方㍍以上  85,000 千立方㍍未満 ７８，１６０円

４ 35,000 千立方㍍以上  50,000 千立方㍍未満 ５１，３００円

５ 25,000 千立方㍍以上   35,000 千立方㍍未満 ３９，１５０円

６ 10,000 千立方㍍以上   25,000 千立方㍍未満 １９，１７０円

７ 10,000 千立方㍍未満 ９，９９０円

２．二種正会員の会費は、次に定める額とする。 
  １級 年額 13,200 円（設立母体が国等の会員） 

  ２級 年額 10,500 円（設立母体が地方公共団体等の会員） 

３．パートナー会員の会費は、次に定める額とする。 
なお、等級については、当該パートナー会員が公益社団法人日本下水道協会の賛助会員であ

る場合にあっては前年度（入会年度においては当該年度）の公益社団法人日本下水道協会の会

費等級を適用するものとし、公益社団法人日本下水道協会の賛助会員でない場合にあっては、

一律に３級を適用するものとする。 
  特級 年額 36,000 円 

  １級 年額 27,000 円 

  ２級 年額 18,000 円 

  ３級 年額 9,000 円 

４．特別会員は会費の納入を要しない。 
   附 則 
（施行期日） 

１ この細則は、平成 23 年５月 25 日から施行し、平成 23 年４月１日（以下「適用日」という。）

から適用する。 

（経過措置） 

２ この細則の規定は、適用日から平成 23 年６月 30 日までの間、日本下水道協会中部地方支部

に適用する。この場合において、この細則の規定中「中部地方下水道協会細則」とあるのは、

「日本下水道協会中部地方支部細則」と読み替えるものとする。 

３ この細則の規定に関わらず、当分の間、次の各号に掲げる場合の会費については、当該各号

に定める会費を適用する。 

 一 市町村のうち、この細則の規定に基づく人口割額が前年度の人口割額（会費改定初年度の

場合には、均等割額、人口割額及び前年度の日本下水道協会会費の基本額の 15％の請求額を合

計した額とする。以下この号において同じ。）を超える場合 前年度の人口割額 

 二 県のうち、この細則の規定に基づく有収水量割額が前年度の有収水量割額（会費改定初年

度の場合には、前年度の日本下水道協会会費の調整額とする。以下この号において同じ。）を超

える場合 前年度の有収水量割額 

（日本下水道協会中部地方支部細則の廃止） 

４ 日本下水道協会中部地方支部細則（昭和 39 年 11 月 28 日総会決議）は、廃止する。 

（日本下水道協会中部地方支部細則の一部を変更する細則の廃止） 

５ 日本下水道協会中部地方支部細則の一部を変更する細則（昭和 22 年５月 27 日総会決議）は、

廃止する。 

  附 則 

この規則は、平成２６年５月２２日（第５１回定時総会の日）から施行する。 

 


